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（単位千円）

既　定　予　算　額 補　　　正　　　額 補　　　正　　　後

（Ａ） （Ｂ） （Ａ＋Ｂ）

1 県 税 256,000,000 3,000,000 259,000,000

2 地 方 消 費 税 清 算 金 95,091,000 4,600,000 99,691,000

3 地 方 譲 与 税 39,397,000 39,397,000

4 地 方 特 例 交 付 金 1,500,000 △ 49,547 1,450,453

5 地 方 交 付 税 141,773,992 4,515,922 146,289,914

6 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 600,000 600,000

7 分 担 金 及 び 負 担 金 3,607,024 △ 431,138 3,175,886

8 使 用 料 及 び 手 数 料 11,071,006 11,071,006

9 国 庫 支 出 金 215,853,141 △ 11,523,775 204,329,366

10 財 産 収 入 1,455,676 185,927 1,641,603

11 寄 附 金 85,371 12,669 98,040

12 繰 入 金 29,749,255 △ 10,013,087 19,736,168

13 繰 越 金 4,644,256 6,588,873 11,233,129

14 諸 収 入 196,158,709 △ 4,429,974 191,728,735

15 県 債 106,640,000 △ 19,332,000 87,308,000

1,103,626,430 △ 26,876,130 1,076,750,300合              計

  歳入補正予算集計表

一般会計歳入歳出補正予算の概要

款 備       　　　　　　　考
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　歳出補正予算性質別集計表　 （単位千円）

既 定 予 算 額 補    正    額 補    正    後

（Ａ） （Ｂ） 国 庫 支 出 金 地    方    債 そ    の    他 一  般  財  源 （Ａ＋Ｂ）

1 職 員 費 195,419,836 △ 1,750,000 △ 116,000 △ 4,000 △ 1,630,000 193,669,836

2 公 共 事 業 費 93,907,015 △ 14,184,542 △ 7,789,234 △ 6,333,000 △ 217,985 155,677 79,722,473

3 建 設 事 業 費 71,832,773 △ 6,762,888 △ 93,603 △ 4,716,000 △ 5,231,507 3,278,222 65,069,885

4 公 債 償 還 費 99,667,903 △ 3,973,947 △ 1,648 △ 3,972,299 95,693,956

5 主 要 義 務 費 139,781,228 △ 3,965,136 △ 106,660 △ 3,500,000 868,302 △ 1,226,778 135,816,092

6 税 交 付 金 等 101,034,350 807,800 807,800 101,842,150

7 一 般 行 政 費 189,696,824 4,421,652 △ 3,767,862 △ 2,970,865 11,160,379 194,118,476

8 受 託 事 務 費 2,363,639 △ 158,432 △ 158,432 2,205,207

9 県 単 補 助 金 27,109,049 217,928 1,831,366 △ 476,000 △ 160,961 △ 976,477 27,326,977

10 県 単 貸 付 金 174,779,574 △ 520,191 △ 520,191 174,259,383

11 災 害 復 旧 費 2,473,881 △ 1,906,636 △ 1,323,350 △ 640,000 56,714 567,245

12 直 轄 事 業 負 担 金 5,560,358 898,262 894,000 4,262 6,458,620

1,103,626,430 △ 26,876,130 △ 11,523,775 △ 14,771,000 △ 8,238,855 7,657,500 1,076,750,300

左　　　の　　　財　　　源　　　内　　　訳
区　　　　　　　分

合　　　　　　　計
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（単位千円）

既 定 予 算 額 補    正    額 補    正    後

（Ａ） （Ｂ） 国 庫 支 出 金 地    方    債 そ    の    他 一  般  財  源 （Ａ＋Ｂ）

1 総 合 政 策 部 5,027,673 △ 520,237 △ 11,286 △ 2,407,693 1,898,742 4,507,436

2 経 営 管 理 部 245,499,841 3,545,248 △ 622,710 △ 1,502,000 △ 394,220 6,064,178 249,045,089

3 県 民 生 活 部 5,787,921 65,704 24,543 △ 3,000 △ 507 44,668 5,853,625

4 環 境 森 林 部 17,387,392 △ 1,878,555 △ 1,043,137 △ 420,000 △ 642,415 226,997 15,508,837

5 保 健 福 祉 部 245,147,215 △ 5,394,005 △ 867,799 △ 380,000 △ 1,861,494 △ 2,284,712 239,753,210

6 産 業 労 働 観 光 部 200,265,678 △ 485,259 △ 260,606 87,000 △ 49,487 △ 262,166 199,780,419

7 農 政 部 34,528,183 △ 3,576,743 △ 631,455 △ 195,000 △ 2,641,425 △ 108,863 30,951,440

8 県 土 整 備 部 121,147,291 △ 14,175,690 △ 7,685,701 △ 8,525,000 △ 873,885 2,908,896 106,971,601

9 国体・障害者スポーツ大会局 10,342,108 △ 647,655 △ 109,909 △ 113,385 △ 424,361 9,694,453

10 会 計 局 884,292 △ 146,586 △ 7,000 △ 676 △ 138,910 737,706

11 企 業 局 103,468 69,944 1,500 56,441 12,003 173,412

12 議 会 事 務 局 1,452,123 △ 10,800 △ 10,800 1,441,323

13 人 事 委 員 会 事 務 局 138,541 8,500 8,500 147,041

14 監 査 委 員 事 務 局 176,299 176,299

15 労 働 委 員 会 事 務 局 104,607 △ 1,000 △ 1,000 103,607

16 教 育 委 員 会 事 務 局 170,577,192 △ 3,187,556 △ 329,242 △ 2,949,000 189,891 △ 99,205 167,389,636

17 警 察 本 部 45,056,606 △ 541,440 12,027 △ 877,000 500,000 △ 176,467 44,515,166

1,103,626,430 △ 26,876,130 △ 11,523,775 △ 14,771,000 △ 8,238,855 7,657,500 1,076,750,300

　歳出補正予算部局別集計表　

区　　　　　　　　分
左　　　の　　　財　　　源　　　内　　　訳

合　　　　　　　　計
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主 要 事 業 
 
（経営管理部） 
 

           （単位千円） 
  

 
 

事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明       
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

〔財政課〕 

 1積立金 

 

9,856,922 

   

240,357 

 

9,616,565 

 

 各基金の積立に要する経費の補正 

 1 財政調整基金積立金           5,616,939千円    

 2 県債管理基金積立金                853千円 

 3 県有施設整備基金積立金          4,239,130千円 

〔文書学事課〕 

 2私立学校修学旅行 

追加的費用支援事 

業費 

 

29,219 

 

29,219 

   

 

 

 修学旅行の中止・延期等による保護者の経済的負担軽減のための助 

成 

 ・補助対象  私立小・中・高等・中等教育学校・専修学校（高等

課程）が負担した修学旅行の中止・延期等により発

生したキャンセル料 

 ・補助率   定額 

 ・補助限度額 児童生徒１人当たり12,060円 

〔税務課〕 

 3税交付金等 

 

807,800 

    

807,800 

 

 市町村に対する税交付金等の補正 

 （補正前） 101,034,350千円 →（補正後） 101,842,150千円   

 1 地方消費税清算金           △ 2,182,000千円    

 2 地方消費税交付金             2,282,000千円    

 3 ゴルフ場利用税交付金            28,000千円    

 4 自動車取得税交付金              11,800千円    

 5 配当割交付金                400,000千円    

 6 環境性能割交付金             △   322,000千円    

 7 法人事業税交付金             590,000千円    
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（環境森林部） 
 

事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明       
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

〔資源循環推進課〕 

県営最終処分場整 

 備運営事業費 

 

 

10,303 

 

 

 

△49,000 

 

△20,000 

 

79,303 

 

那珂川町内に建設する県営最終処分場の整備等に要する経費の補正 

（補正前）   318,859千円 →（補正後）   329,162千円   

 1 搬入道路建設費            △ 65,000千円    

 2 不法投棄現場対策費          △ 35,100千円    

 3 ＰＦＩ事業費               110,403千円    

 
（保健福祉部） 
 

   

事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明       
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

〔保健福祉課〕 

1生活福祉資金貸付 

  事業費 
 

 
2,540,000 

 
2,540,000 

 
 

 
 

 
 
 

生活福祉資金貸付事業（緊急小口資金及び総合支援資金）の実施に 

必要な助成に要する経費の補正 

（補正前）     500,000千円 →（補正後）   3,040,000千円 

・実施主体 (福)栃木県社会福祉協議会 

 ・補助率  国 10/10 

〔医療政策課〕 

2新型コロナウイル 

ス感染症転院等対 

応医療機関協力金 

 

 

 

 

680,000 

 

 

680,000 

 

   

 

 

新型コロナウイルス感染症患者の転院等を受け入れた医療機関への 

協力金の支給に要する経費の補正 

（補正前）     400,000千円 →（補正後）   1,080,000千円 

 ・支給額 入院受入医療機関 上限100万円/床 

転院受入医療機関    20万円/床 

後方支援医療機関    ２万円/床日（上限20万円/床） 
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事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明 
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

3新型コロナウイル 

ス感染症対策救急 

等医療提供体制確 

保事業費 

886,000 

 

886,000 

 

   院内感染防止対策を講じながら一定の救急・周産期等医療体制を確 

保する医療機関に対する助成 

・支給上限額 救急医療機関       50,000千円 

        周産期医療機関      30,000千円 

        とちぎ子ども医療センター  6,000千円/床 

 

〔高齢対策課〕 

4高齢者施設非常用 

自家発電設備等整 

備支援事業費 

 

37,726 

 

25,151 

 

12,000 

  

575 

 

高齢者施設における非常用自家発電設備の整備への助成 

 ・補助率 3/4（国 1/2、県 1/4） 

 

 

〔障害福祉課〕 

5障害者福祉施設整 

備助成費 

 

375,621 

 

250,413 

 

125,000 

  

208 

 

障害者福祉施設の整備への助成に要する経費の補正 

（補正前）     54,116千円 →（補正後）     429,737千円   

・補助率 3/4（国 1/2、県 1/4） 

1 就労継続支援事業所               277,200千円    

2 非常用自家発電設備            94,858千円    

3 ブロック塀等改修              3,563千円    

 

6障害者支援施設等 

ロボット等導入支 

援事業費 

  15,128 

 

15,128    障害者支援施設等における日常生活支援ロボット等の導入に対する 

助成 

・補助率 3/4（国 1/2、県 1/4） 
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（産業労働観光部） 

 

事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明       
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

〔工業振興課〕 

1産業技術支援拠点 

強化事業費 

 

206,184 

 

103,092 

 

103,000 

 

 

 

92 

 

県内食品製造業の競争力強化のための、地方創生拠点整備交付金を 

活用した産業技術センターの施設整備等に要する経費 

・事業内容 未利用食品等の素材化を支援するための施設改修、Ａ 

Ｉ・デジタル機器等整備 

 

〔経営支援課〕 

 2原油・原材料高騰 

等緊急対策資金保 

証料補給事業費 

 

233,474 

 

233,474 

    

原油・原材料高騰等緊急対策資金を利用した県内中小企業者等への 

保証料補給に要する経費の補正                

 （補正前）   299,476千円 →（補正後）   532,950千円 

・保証料率（県負担分） 0.2％  

※一般保証は保証料率の30％ 

 

 3原油・原材料高騰 

等緊急対策資金利 

子補給事業費 

△108,000 △108,000    原油・原材料高騰等緊急対策資金を利用した県内中小企業者等への 

利子補給に要する経費の補正 

（補正前）    148,080千円 →（補正後）    40,080千円 

・債務負担行為限度額 102,000千円 
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（農政部） 
 

事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明       
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

〔農村振興課〕 

1元気な地域創出サ 

ポート事業費 

 

4,700 

 

4,700 

 

 

 

 

 

 

 

中山間地域における地域資源を活かした収益力のある農業の推進に 

要する経費 

 ・事業内容 デジタル技術を活用した元気創出モデル計画の策定に 

向けた調査・分析、研修会の開催等 

 

〔経営技術課〕 

2農業教育高度化緊 

急対策事業費 

 

7,000 

 

3,500 

   

3,500 

 

農業大学校生が高度な農業技術を習得するための研修用設備等の整 

備に要する経費 

・整備内容 果樹剪定枝破砕利用装置、家畜行動モニタリングシス 

テム、栽培環境データ収集システム 

 

3環境保全型農業推 

進事業費 

45,000 45,000     環境に配慮した農業の推進等に要する経費の補正 

 （補正前）      50,750千円 →（補正後）    95,750千円   

 1 環境保全型農業推進事業費         40,000千円    

  (1)有機農業モデル的先進地区創出事業費 20,000千円      

   ・事業主体 市町等 

・補助率  定額 

  (2)有機転換緊急推進事業費       20,000千円      

   ・事業主体 市町等 

・補助対象 有機農業への転換に必要な資材の購入等 

・補助率  定額 

 2 とちぎグリーン農業実践緊急推進事業費      5,000千円    

  ・事業内容 化学肥料の削減に関する技術等の現地実証 
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事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明 
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

〔生産振興課〕 

4競争力強化生産総 

合対策費 

 

479,395 

 

455,395 

 

 

 

24,000 

  

産地の競争力強化を目的とした共同利用施設の整備等に対する助成 

に要する経費の補正 

 （補正前）     803,993千円 →（補正後）  1,283,388千円   

1 産地生産基盤パワーアップ事業費      457,795千円     

  ・事業主体 農業協同組合、農業者等 

  ・補助率  1/2 

 2 園芸用ハウス事業継続強化対策事業費    21,600千円   

  ・事業内容 農業用ハウスの補強、非常用電源・融雪装置等の整 

備に対する支援等 

5県産小麦・大豆供 

給力強化事業費 

200,460 200,460    県産小麦・大豆の生産性向上に対する助成 

 ・事業主体 生産者団体等 

 ・補助対象 団地化に向けた産地検討会の実施、安定多収技術の導

入、増産に必要な施設の整備等 

・補助率  1/2、定額 

 

6転換作物定着促進 

事業費 

75,785 75,785     水田の畑地化による産地づくり等に対する助成 

 ・事業主体 市町、地域農業再生協議会等 

 ・補助対象 団地化に向けた関係者間の農地利用調整、畑地化協力

金等 

・補助率  定額 

 

〔畜産振興課〕 

7畜産環境対策総合 

支援事業費 

 

308,000 

 

308,000 

    

家畜ふん堆肥の高品質化に必要な施設の整備等に対する助成 

・事業主体 協議会等 

・補助対象 堆肥舎や堆肥発酵処理施設の整備等 

・補助率  1/2、定額 
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事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明 
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

〔農地整備課〕 

8農業水利施設省エ 

ネルギー化推進事 

業費 

 

 

66,408 

 

66,408 

   

 

 

省エネルギー化やコスト削減に取り組む土地改良区等に対する助成 

・補助率 定額 

 
（教育委員会事務局） 
 

 

 

事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明       
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

〔学校安全課〕 

修学旅行追加的費 

用支援事業費 

 

5,872 

 

5,872 

 

 

 

 

 

 

 

 修学旅行の中止・延期等による保護者の経済的負担軽減のための助 

成 

 ・補助対象  県立学校における修学旅行の中止・延期等により発 

        生したキャンセル料 

 ・補助率   定額 

 ・補助限度額 児童生徒１人当たり12,060円 
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（共通事項） 
 

事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明       
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

1エネルギー価格高 

騰対策指定管理者 

支援金 

340,000 340,000     県民生活部                 43,000千円    

 環境森林部                  4,500千円    

 保健福祉部                  68,500千円 

 産業労働観光部                 5,000千円 

 農政部                    25,000千円 

 県土整備部                  57,000千円 

 企業局                      1,500千円 

 教育委員会事務局               135,500千円 

 

 2公共事業費 △          

14,184,542 

△        

7,789,234 

 

△        

6,333,000 

△217,985    155,677 

 

 環境森林部  △   855,268千円 

  （経済対策分△     1,000千円  通常分 △   854,268千円） 

 農政部    △   900,598千円 

  （経済対策分△  19,545千円  通常分 △   881,053千円） 

 県土整備部  △12,428,676千円 

  （経済対策分△ 6,300,823千円  通常分 △ 6,127,853千円） 

 

 3直轄事業負担金 898,262 

 

 894,000  4,262  農政部       13,300千円（経済対策分） 

 県土整備部       884,962千円 

  （経済対策分   1,406,954千円  通常分 △   521,992千円） 

 

 4災害復旧事業費 △          

1,897,116 

 

△ 

1,313,830 

 

△678,000  94,714 

 

 

農政部    △     3,090千円（通常分） 

 県土整備部  △ 1,894,026千円 

  （経済対策分      34,874千円  通常分 △ 1,928,900千円） 
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　　　　　　　　　  　（単位千円）

（Ａ） （Ｂ） （Ａ＋Ｂ）

3 林業・木材産業

改善資金貸付事業

4 地方独立行政法人

県立病院貸付金

5 母子父子寡婦福祉

資 金 貸 付 事 業

6 心身障害者扶養

共 済 事 業

　保険給付費等交付金の増等に伴う

補正

8 中小企業高度化等

資 金 貸 付 事 業

9 就 農 支 援 資 金

貸 付 事 業
61,320

240,515,06016,461,450

61,320

合　　　　　　計 224,053,610 △ 1,080,944 17,542,394

特別会計歳入歳出補正予算の概要

説　　　　　　　　    明

190,710,10017,542,394

74,330

30,270

295,690

382,920

3,415,870

448,780

会　　　計　　　名
既定予算額

45,095,7801 45,095,780

そ の 他
一 般 会 計
か ら 繰 入

16,461,450174,248,650 △ 1,080,944

295,690

公 債 管 理

補　正　後
左 　　　の 　　　財 　　　源　 　　内 　　　訳

補　正　額

国 庫 支 出 金 地 方 債

30,270

2 県 営 林 事 業 382,920

7 国 民 健 康 保 険

74,330

3,415,870

448,780
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　                 　（単位千円）

補正前の額 補 正 額 計 補正前の額 補 正 額 計

収益的収支 9,573,000 8,240 9,581,240 9,571,000 322,330 9,893,330

1 流域下水道事業 資本的収支 2,753,000 △ 138,170 2,614,830 3,682,000 △ 137,070 3,544,930

計 12,326,000 △ 129,930 12,196,070 13,253,000 185,260 13,438,260

収益的収支 2,343,900 △ 101,950 2,241,950 2,254,000 95,810 2,349,810

2 電 気 事 業 資本的収支 2,002,000 2,002,000 2,735,900 1,130 2,737,030

計 4,345,900 △ 101,950 4,243,950 4,989,900 96,940 5,086,840

収益的収支 2,043,000 74,230 2,117,230 1,910,000 68,840 1,978,840

3 水 道 事 業 資本的収支 1,000 1,000 551,000 551,000

計 2,044,000 74,230 2,118,230 2,461,000 68,840 2,529,840

収益的収支 681,000 5,940 686,940 624,000 7,350 631,350

4 工業用水道事業 資本的収支 2,000 2,000 233,000 233,000

計 683,000 5,940 688,940 857,000 7,350 864,350

収益的収支 3,982,450 28,770 4,011,220 3,570,810 8,560 3,579,370

5 用 地 造 成 事 業 資本的収支 1,317,000 1,317,000 5,122,000 4,600 5,126,600

計 5,299,450 28,770 5,328,220 8,692,810 13,160 8,705,970

収益的収支 404,000 36,360 440,360 371,490 37,630 409,120

6 施 設 管 理 事 業 資本的収支 73,000 73,000 150,000 150,000

計 477,000 36,360 513,360 521,490 37,630 559,120

収益的収支 19,027,350 51,590 19,078,940 18,301,300 540,520 18,841,820

資本的収支 6,148,000 △ 138,170 6,009,830 12,473,900 △ 131,340 12,342,560

計 25,175,350 △ 86,580 25,088,770 30,775,200 409,180 31,184,380

　職員給与費の増等に伴う補正

　消費税の増等に伴う補正

　職員給与費の増等に伴う補正

　職員給与費の増等に伴う補正

合      計

企業会計補正予算の概要

会　　計　　名 説　　　　　　　　　　　　　　明
収　                      入 支　　　　　　　　　　　　出

区  　 分

　処理施設の光熱水費等に要する経
費の補正

　消費税の増等に伴う補正
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条例案・事件議案等の概要 

 

議   案   名 概                        要 主 管 課 議案頁 

第50号議案 

 栃木県国民健康保険広域 

化等支援基金条例の廃止に 

ついて 

 栃木県国民健康保険広域化等支援基金を財源とする事業の終了に伴い、栃木県国民健康

保険広域化等支援基金条例（平成14年栃木県条例第47号）を廃止するものである。 

 

保 健 福 祉 部 

国 保 医 療 課 

 

 51  

 

 

第51号議案 

 市町村が負担する金額の 

変更について 

 令和４年度栃木県議会第387回通常会議第11号議案で議会の議決を経た市町村が負担す

る金額について、県（農政部関係）が行う建設事業に要する経費の変更に伴い、既決金額

に変更を生じるので、議会の議決を求めるものである。 

農 政 部 

農 村 振 興 課 

 

 52  

 

第52号議案 

 市町村が負担する金額の 

変更について 

 令和４年度栃木県議会第387回通常会議第12号議案で議会の議決を経た市町村が負担す

る金額について、県（県土整備部関係）が行う建設事業に要する経費の変更に伴い、既決

金額に変更を生じるので、議会の議決を求めるものである。 

県 土 整 備 部 

監 理 課 

 

 55  

 

第53号議案 

 市町村が負担する金額の 

変更について 

 令和元年度栃木県議会第362回通常会議第56号議案で議会の議決を経た市町村が負担す

る金額について、県（企業局関係）が行う建設事業に要する経費の変更に伴い、既決金額

に変更を生じるので、議会の議決を求めるものである。 

企 業 局 

地 域 整 備 課 

 

 57  

 

第54号議案 

 工事請負契約の締結につ 

いて 

主要地方道大田原氏家線箒川橋（仮称）鋼橋上部工建設工事（大田原市佐久山）の請負

契約の締結について、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第

２条（昭和39年栃木県条例第８号）の規定により議会の議決を求めるものである。 

１ 契約金額    627,000,000円 

２ 契約の相手方  大田原市下石上1780番地 

           川田・巴特定建設工事共同企業体 

           代表者 川田工業株式会社栃木営業所 所長 髙橋 剛 

３ 工事完成の時期 令和６年11月21日 

 

 

 

県 土 整 備 部 

道 路 整 備 課 

 

 

 

 

 

 

 58  

 

 

 

 

第55号議案 

 工事請負契約の締結につ 

いて 

一級河川巴波川地下捷水路本体建設工事（栃木市万町外）の請負契約の締結について、

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２条の規定により議会

の議決を求めるものである。 

県 土 整 備 部 

河 川 課 

 

 59   
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議   案   名 概                        要 主 管 課 議案頁 

 １ 契約金額    9,471,000,000円 

２ 契約の相手方  東京都港区芝五丁目６番１号 

          奥村・岩田地崎特定建設工事共同企業体 

          代表者 株式会社奥村組東京支店 執行役員支店長 大熊 一由 

３ 工事完成の時期 令和８年３月24日 

 

県 土 整 備 部 

河 川 課 
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第56号議案 

 工事請負契約の締結につ 

いて 

 

 栃木県立足利高等学校新校図書館棟ほか新築工事（足利市有楽町）の請負契約の締結に

ついて、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２条の規定に

より議会の議決を求めるものである。 

 １ 契約金額       495,110,000円 

 ２ 契約の相手方    小山市城山町１丁目３番26号 

           板橋・保坂特定建設工事共同企業体 

           代表者 株式会社板橋組 代表取締役 齊藤 純夫 

 ３ 工事完成の時期 令和６年５月11日 

 

 

 

県 土 整 備 部 

建 築 課 
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第57号議案 

 特定事業契約の変更につ 

いて 

 平成29年度県議会第346回通常会議第20号議案で議会の議決を経た馬頭最終処分場整備

運営事業（那須郡那珂川町和見ほか）の特定事業契約について、契約内容の一部に変更を

生じるので、議会の議決を求めるものである。 

 契約金額 変更前 4,165,799,727円 

      変更後 4,713,676,727円 

 

環 境 森 林 部 

資源循環推進課 

 

 

 

 

 61  

 

第58号議案 

 特定事業契約の変更につ 

いて 

 令和２年度県議会第369回通常会議第10号議案で議会の議決を経た新青少年教育施設整

備運営事業（栃木市岩舟町下津原）の特定事業契約について、契約内容の一部に変更を生

じるので、議会の議決を求めるものである。 

 契約金額 変更前 6,352,263,860円 

      変更後 6,575,753,860円 

 

教育委員会事務局 

生 涯 学 習 課 
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第59号議案 

 特定事業契約の変更につ 

いて 

 平成28年度県議会第341回通常会議第36号議案で議会の議決を経た総合スポーツゾーン

東エリア整備運営事業（宇都宮市今宮４丁目）の特定事業契約について、契約内容の一部

に変更を生じるので、議会の議決を求めるものである。 

契約金額 変更前 32,527,615,996円 

      変更後 33,002,175,796円 

 

教育委員会事務局 

スポーツ振興課 

 

 

 

 

 63  
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議   案   名  概                        要 主 管 課 議案頁 

第60号議案 

 工事請負契約の変更につ 

いて 

 

 

 令和３年度県議会第380回通常会議第15号議案で議会の議決を経た一般国道408号水路ト

ンネル建設工事（塩谷郡高根沢町大字宝積寺）の請負契約について、契約内容の一部に変

更を生じるので、議会の議決を求めるものである。 

 契約金額 変更前 491,920,000円 

      変更後 543,323,000円 

 

県 土 整 備 部 

道 路 整 備 課 

 

 

 64  

 

 

第61号議案 

 工事請負契約の変更につ 

いて 

 令和４年度県議会第389回通常会議第17号議案で議会の議決を経た栃木県立とちぎ海浜

自然の家本館空調設備改修工事（長寿命化）（茨城県鉾田市玉田）の請負契約について、

契約内容の一部に変更を生じるので、議会の議決を求めるものである。 

 契約金額 変更前 1,083,500,000円 

      変更後 1,135,486,000円 

 

県 土 整 備 部 

建 築 課 
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報告第１号 

知事の専決処分事項報告 

について 

６ 専決処分第55号  工事請負契約の変更について 

令和２年度県議会第365回通常会議第10号議案で議会の議決を経た一級河川杣井木川 

排水機場ポンプ設備工事（小山市大字押切）の請負契約について、契約内容の一部に変 

  更を生じたものである。 

   契約金額 変更前 815,980,000円 

        変更後 839,355,000円 

 

 

県 土 整 備 部 

河 川 課 
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14 専決処分第63号  工事請負契約の変更について 

  令和２年度県議会第372回通常会議第55号議案で議会の議決を経た那須庁舎本館棟新

築工事（大田原市本町２丁目）の請負契約について、契約内容の一部に変更を生じたも

のである。 

  契約金額 変更前 1,645,303,000円 

       変更後 1,674,145,000円 

 

 

 

 

 

県 土 整 備 部 

建 築 課 

 

 

 

 

 

 

 

 

  81  

 

 

 

15 専決処分第64号  工事請負契約の変更について 

  令和２年度県議会第372回通常会議第56号議案で議会の議決を経た那須庁舎本館棟新

築電気設備工事（大田原市本町２丁目）の請負契約について、契約内容の一部に変更を

生じたものである。 

   契約金額 変更前 599,929,000円 

        変更後 612,315,000円 

 

 

  82  
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議   案   名 概                        要 主 管 課 議案頁 

 16 専決処分第65号  工事請負契約の変更について 

  令和２年度県議会第372回通常会議第57号議案で議会の議決を経た那須庁舎本館棟新

築機械設備工事（大田原市本町２丁目）の請負契約について、契約内容の一部に変更を

生じたものである。 

   契約金額 変更前 617,947,000円 

        変更後 628,936,000円 

 

 

県 土 整 備 部 

建 築 課 
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19 専決処分第68号  工事請負契約の変更について 

  令和４年度県議会第389回通常会議第18号議案で議会の議決を経た栃木県林業大学校

（仮称）研修・研究棟ほか新築工事（宇都宮市下小池町）の請負契約について、契約内

容の一部に変更を生じたものである。 

  契約金額 変更前 623,150,000円 

       変更後 638,308,000円 

 
 

県 土 整 備 部 

建 築 課 

 

 

 

 
  86  
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